夏季一時金臨時削減勧告に対する取り組み（１）

１　若干の経過と情勢

（１）人事院、異例の夏季一時金の一部を凍結勧告

本日（５月１日）、人事院は、我々の反対を押し切って４月に実施した一時金の「臨時調査」に基づき、６月一時金の支給月数の内「0.2月分」の支給を凍結し、凍結した一時金については８月の人事院勧告でその取り扱いを明らかにするという勧告を強行した。この勧告は「情勢適応の原則」について、使用者側（政府）や与党（自民党・公明党）の「要請」に基づくもので、労働基本権制約の代償措置として存在する人事院の機能を自ら否定する行動であり、断じて認めることはできない。また、指定職の期末特別手当について、期末手当と勤勉手当に分けて成績に応じた支給に改めるための勧告が同時に行われたが、この勧告は第三者機関である人事院が政府の要請に応えて行ったものであり、指定職とはいえ代償機能を形骸化するものであり、問題である。

（２）公務員連絡会・自治労本部が声明発表、自治労5/22に統一戦術を配置

公務員連絡会・自治労本部は、４月３０日人事院総裁との最終交渉を実施したが、勧告をめぐって平行線となり、人事院に対して強く抗議を申し入れてきているが、今回の勧告を受けて、公務員連絡会は「人事院がこれまでのルールをねじ曲げて勧告を強行したことに、改めて強く抗議する」「政府に対し、その取扱い方針の決定に当たっては、われわれと十分交渉・協議し、勧告を実施しない方向で慎重に検討することを強く求める」とする見解を表明し、労働基本権制約の代償機能としての人事院勧告制度の限界がますます明らかになったことを踏まえ、労働基本権の確立と団体交渉による決定制度の実現に向けて全力で取り組むとすることを表明した。

また、自治労は今回の給与勧告に対し、①政治の圧力による調査・勧告であること、②人事院調査、人事委員会独自調査のいずれをとっても精確性を欠くこと、③民間の春闘、賃金交渉に悪影響を及ぼし、ひいてはますます消費マインドを冷え込ませ地域経済に打撃を与えること、④すでに国より低い支給率の自治体、特例カットをしている自治体にはダブルパンチになることから、当局に対しても、人事院勧告や人事委員会勧告にもとづく給与条例改定案を出さないよう強く求め、そのために、５月22日に統一戦術（29分時間内集会）を配置し、夏季一時金減額勧告に反対し、一時金の削減を許さない方針を提起した。

（３）北海道・札幌市人事委員会の動向について

　人事院勧告が出された状況を踏まえ、北海道・札幌市の人事委員会においては、何らかの対応が迫られてきているが、北海道人事委員会は５月１日委員会を開催し、連休中に作業を行い、連休明け後の地公三者共闘会議との交渉において、勧告に向けた姿勢を示す予定としている。なお、仮に勧告があるとした場合、５月１１日の週の早い段階が濃厚と予想される。一方、札幌市人事委員会は、臨時調査は行わなかったものの、人事院勧告（報告）を踏まえた対応が求められた結果として、５月連休明け直後に何らかの勧告を行うとの姿勢を示してきた。

全国的には、調査を実施している人事委は約半数であり、精確性を保つのは困難との認識もかなりあるものの、調査を実施しない人事委も含めて、人事院に要請・提供を受けた当該県市区域内のデータか、人事院の全国データを根拠に、夏季一時金の一部凍結を勧告する危険性が極めて大きくなってきている。いずれも、背景には総務省などの強い「助言」があることは間違いない。

（４）道本部、全地方本部で単代、執行委員会を開催し、取り組みの意思統一を実施

　北海道本部は、夏季一時金の臨時調査、削減勧告が現実味を帯びた動きが出て以降、全地方本部に対して、執行委員会、単組代表者会議等開催するよう要請した。そして、２４日までの間に全ての地方本部で「夏季一時金の臨時勧告・削減問題」について、情勢や取り組みの意思統一を図ってきたところである。

各地方本部からは、臨時勧告そのものに対する不満や問題点、自治労本部・公務員連絡会の対応、民主党議員団及び自治労協力国会議員団の対応など、多岐にわたり意見が出されたが、その中でも、一番苦慮しているのは、夏季一時金の基準日（＝６月１日）までに全てを整理することは、物理的に困難であるということに集約される。仮に、一部凍結が強行されるような情勢である場合は、個別自治体の事情を踏まえた対応が可能な限り取れるような「助言」を総務省や道市町村課から得られるよう対応を強めなければならない。

（５）今後の給与法案や総務省、北海道の動きについて

　今後、人事院勧告を受けて、勧告の閣議決定や給与法案の動向については、現時点では５月８日に給与関係閣僚会議や閣議での決定を受け、11日の週の後半には法案の閣議決定、国会提出という運びとなることが予想されている。また、連休明けの８日には総務省から各都道府県・市町村に対して通知が出されるものと考えられ、内容については、公務員連絡会地公部会と総務省の間でやりとりが行われているところである。現時点としては、相当厳しい内容と予想できるため、連休明け早々に市町村課の対策を行うこととしている。

２　人事院勧告の概要について

　－別紙「人事院勧告の概要」参照－

３　臨時勧告に対する道本部の見解と対応について

（１） 特別調査の結果について、人事院は2,700社の調査を行ったところだが、回答企業は2,000社に止まり、さらに、その中で夏季一時金を決定したとする企業は約340社、という状況で、人事院は「厚生労働省の調査と同様な結果が得られ、今回の調査の目的は達成できた」と述べている。しかし、この調査の結果は全国的にもバランスを欠いており、精緻な調査に基づくものではないことは明らかであること、そして、与党（自民・公明）の圧力に屈した事実は見逃すことはできない。人事院の信頼は地に落ちたと断言する。

（２）人事院勧告は、本則は変更せずとしたものの、すでに例年実施している「民間給与実態調査」が始まっており、８月には例月給与や年間一時金について、勧告が出される予定であることから、凍結は事実上の削減と同様の意味を持つものであり、これまでの民間給与実態調査とは比べものにならないくらい精確性を欠く調査に基づいて勧告を行ったことは極めて遺憾、強く抗議の意を表明する。

ただし、給与法の本則は変更しないことから、例年の民調結果を踏まえた段階での人事院の判断が８月の勧告に出されることとなるので、現時点ではわずかではあるが例年実施している民調結果に期待を寄せて、引き続き、６月以降の人事院勧告期に向けたたたかいを強化していかなくてはならない。

（３）凍結の内容は0.2月分であり、期末・勤勉手当の配分は現行の65：35については変えないことが明らかにされた。期末手当は0.15月、勤勉手当は0.05月の凍結だが、勤勉手当成績率については、明らかになっていないので、早急に明らかにさせる必要がある。

（４）勧告は附則で「一部凍結」とし、本則を見直さないことから、形式的には年間ボーナス自体を削減しないとしている。しかし、職員にとっては事実上の削減と同様となることから、夏季一時金の「賃金確定闘争」と位置づけ、「人事院（人事委員会）勧告にもとづく条例案を出させないこと」を基本目標に各単組段階の交渉を強化していく必要がある。

その際、以下の点に留意し対応していくこととする。

①  臨時議会を招集させないことと、「専決処分反対」の取り組みを行う。同時に、議員の一時金引下げが連動することにも着目して、組織内・協力議員から、「給与条例を専決処分で改正するな」と当局にはたらきかける。なお、補正予算などで臨時議会がすでにスケジュール化している場合は、労使合意がない案件については提出させないよう対応する。

※　従来と異なる総務省のあいまいな姿勢により、専決処分に道をひらくことが危惧される。勤務条件条例主義は労働基本権制約の代償の一環であり、自治労は、労働協約なしの専決処分は認めることはできないと主張しているところ。

②  一時金の独自削減が実施されている単組においては、本来の支給水準との比較を明示させ、人事院勧告を下回る水準とさせないよう求める。

③　勤務時間など、国に準じて短縮していない自治体においては、一時金が勧告により「一部凍結」させられる場合は、勤務時間はこれまでどおり、４０時間ではなく、国に準じて短縮することを確約させる。

④　自治体における準備期間が非常に短いことから、当局対策、議会対策は、道や札幌市人事委員会勧告の有無にとらわれることなく、全体の情勢を見て早めに対応する。また、例年支給されている夏季一時金は仮の支給水準と考えられるため、１２月期までを期間として、幅を持った調整が可能となるよう、自治労本部を通して総務省への働きかけを強める。ただし、課題としては基準日に一時金に対する請求権が生じるという問題があり、基準日を超えて議会の手続を行うことは困難であることに留意する。

４　勧告内容に対する抗議行動の取り組みについて

勧告内容に対する抗議行動を以下のとおり取り組む（09.4.22道本部第４回拡大闘争委員会提起済み）

全単組・総支部から、５月８日（金）までに抗議打電（レタックス）を人事院総裁に集中する。

　　＜宛　先＞

　　  　100-8913　東京都千代田区霞ヶ関１－２－３

　　　      　　　　人事院総裁　谷　　公　士　あて

　　＜文　例＞

　　・不当な臨時調査に基づく、一方的な一時金の一部凍結勧告の強行に強く抗議する。

　　・「政治」や政府の圧力に屈し、いかようにも人勧制度を動かせるという実績を作ったことは、もはや、第三者独立専門機関としての存在意義を自ら否定したに等しい。労働基本権を公務員労働者へ即刻付与し、人事院は解散せよ。

　　など、創意工夫ある表現で取り組むこと

＜取り組み範囲と期限＞

　　　可能な限り補助機関代表者名でも取り組むこと。

　　　なお、この内容については、別途、発信文書にて全単組・総支部に周知する。

５　要求課題と獲得目標（到達目標順）

（１）夏季一時金の一部凍結をしないこと。

（２）臨時議会を招集しないこと。また、勤務条件の変更にあたる条例改正について、専決処分は行わないこと。

（３）勧告に基づく一部凍結が行われる場合は、最低でも独自削減を考慮した一時金水準とすること（すでに月数削減や役職加算が凍結されている場合相殺すること。また、給与の独自削減を算定の基礎としている場合、月数算定して相殺すること）。

（４）人事院勧告を上回る凍結は行わないこと。

（５）勤務時間が４０時間の自治体においては、国と同様に３８時間４５分を実現すること。

６　具体的な闘争の展開

（１）自治労本部は、５月２２日に２９分時間内職場集会を配置して交渉で追い込むとする方針を提起している。よって、道本部としては、自治労本部の統一闘争の提起を受け、各単組段階では戦術配置を前提に、交渉を進めるよう統一的な対応を行う。

（２）人事院・人事委員会などの作業スケジュール、さらに、市町村臨時議会の開催動向から５月１８日（月）から２９日（金）までの２週間を最大の山場（ゾーン）として、戦術配置を基本とする。また、不当な「一部凍結」提案を行おうとする自治体当局があった場合、当該単組は可能な限り２９分以上の戦術を配置して交渉・協議を進めること。

（３）戦術配置した場合の戦術行使の判断指標は、５月12日開催予定の県本部代表者会議において提起される予定なので、その内容を受けて改めて５月15日開催予定の第５回拡大闘争委員会で提起する。

（４）また、単組・地方本部・道本部が十分に連携した取り組みを進めることとする。

なお、地公三者共闘においては、最終交渉を５月１８日に設定して取り組むこととしていることから、道への対応は地公三者に結集し取り組む。

７　具体的な取り組み

（１）道本部の取り組み

　①　連休明け５月７日（木）に道市町村課、市長会、町村会への要請行動を行う（「要請書」は別紙１参照）。

　②　道段階の交渉は地公三者共闘会議に結集する。

　　　当面して５月７日道人事委員会交渉。道人事委員会の勧告が11日の週の早めに想定される場合は、５月１４日に副知事交渉を配置する。

　③　各市町村議会の開催状況等を早急に集約し、具体的な個別の対応策について、別途、拡大闘争委員会等で提起する（５月15日開催予定）。

　④　各単組段階での交渉促進に向けた資料提供や全道的な回答状況の整理など、必要な情報提供に努める。

　⑤　必要に応じて、当局対応、職場オルグ等地方本部、単組の要請にもとづき十分に連携して対応する。

（２）地方本部の取り組み

　①　道本部の要請書提出に合わせて、各地方本部は各支庁長及び管内町村会に対して同内容の要請書（別紙２）を提出し、支庁から市町村に対し、不要な混乱を招くような助言をしないよう求める。

　②　地方本部においては、各単組の取り組み状況を確認し、交渉不調な（実施できない）単組に対して具体的に指導するなど、全単組が交渉により夏季一時金の取り扱いの決着をめざす。

　③　各単組の決着内容を、地方本部で集約し、道本部へ報告する（別途決着内容の事後点検表を送付する）。

　④　各単組における戦術判断を行う際には、必ず地方本部への報告・協議を踏まえて行うこととし、判断が困難な場合は道本部と協議する。

（３）各単組の取り組み

　①　各単組は別紙３「要求書」を当局に対して提出する（全単組一斉提出）。

　　○　要求書の提出基準日　５月１１日（月）

　　○　回答指定日　　　　　５月１５日（金）

　　なお、要求項目については、独自削減がない単組は２を除き、勤務時間が38時間45分の単組は４を除き、それぞれ作成し直し提出すること。

②　大衆交渉の実施

　③　交渉の結果など、組合員への情報周知（機関紙発行など）

　④　戦術変更・判断は地方本部との連携のもとで行うこと。交渉日、最終交渉、臨時議会開会日などの日程は地方本部へ必ず事前報告すること。

＜別紙１－緊急要請書－道＞

2009年５月７日

北海道知事

高　橋　はるみ　様

自治労北海道本部

執行委員長　三　浦　正　道

夏季一時金の臨時勧告に係る要請書

　日頃より、道行政の推進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　さて、人事院は５月１日、民間企業の一時金の緊急調査を行った結果を踏まえて、夏季一時金の一部を凍結して支給する勧告を強行しました。このことは、民間企業の一時金が大幅に減少している現実から、与党（自民党・公明党）が公務員給与プロジェクトを結成し、不当にも現在の人事院勧告制度そのものを議員側から否定し、議員立法により国家公務員の一時金を引き下げるとした動きが出されたことにより、具体化したものです。

　日本の公務員労働者においては、日本国憲法で定めた労働基本権の一部が制約されており、その代わりに人事院勧告制度が設けられているという、基本的な公務員労働者の労働法制を全く理解しない、著しく幼稚な理論で議論がなされ、事実、５月１日の勧告により一部凍結が強行された事態です。さらに、調査内容については、例年実施している民間調査とは大きく異なり、精確性が確保できないものです。こうしたデータを元に勧告を強行した人事院は、自らが労働基本権制約の代償措置としての任務を放棄したものであり、今回の勧告は不当勧告そのものです。このような事態はもはや人勧制度の崩壊とも言えるもので、北海道においては、１０年にもわたる勧告無視の独自削減が行われているという、まさしく異常な事態であることを認識すべきだと考えます。

　また、北海道内における市町村は、全国的な流れに加えて、非常に厳しい財政事情の影響を受けて、６割を超える自治体が一時金や例月給与について、勧告に基づかない独自削減を実施しております。今回の一時金の一部支給凍結に対しては、多くの職員が怒りを覚えており、また、期間がない中での条例処理を強要されるとなると、自治体の現場はたいへんな状況に追い込まれることとなります。

　ついては、今回の夏季一時金の臨時勧告にあたって、以下のとおり要請しますので、北海道として、適切な助言を各市町村へ発出すること強く申し入れます。

記

１　給与決定の原則は地方自治体の決定事項となるので、人事院勧告に沿った助言は行わないこと。

２　臨時議会を開催しない、また、勤務条件の変更に伴う条例については専決処分としないよう助言すること。

＜別紙１－緊急要請書－市長会、町村会＞

2009年５月７日

北海道町村会会長（北海道市長会会長）

寺　島　光一郎（新　宮　正　志）　様

自治労北海道本部

執行委員長　三　浦　正　道

夏季一時金の臨時勧告に係る要請書

　日頃より、市町村行政の推進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　さて、人事院は５月１日、民間企業の一時金の緊急調査を行った結果を踏まえて、夏季一時金の一部を凍結して支給する勧告を強行しました。このことは、民間企業の一時金が大幅に減少している現実から、与党（自民党・公明党）が公務員給与プロジェクトを結成し、不当にも現在の人事院勧告制度そのものを議員側から否定し、議員立法により国家公務員の一時金を引き下げるとした動きが出されたことにより、具体化したものです。

　日本の公務員労働者においては、日本国憲法で定めた労働基本権の一部が制約されており、その代わりに人事院勧告制度が設けられているという、基本的な公務員労働者の労働法制を全く理解しない、著しく幼稚な理論で議論がなされ、事実、５月１日の勧告により一部凍結が強行された事態です。さらに、調査内容については、例年実施している民間調査とは大きく異なり、精確性が確保できないものです。

　また、北海道内における市町村は、全国的な流れに加えて、非常に厳しい財政事情の影響を受けて、６割を超える自治体が一時金や例月給与について、勧告に基づかない独自削減を実施しております。今回の一時金の一部支給凍結に対しては、多くの職員が怒りを覚えており、また、期間がない中での条例処理を強要されるとなると、自治体の現場はたいへんな状況に追い込まれることとなります。

　ついては、今回の夏季一時金の臨時勧告にあたって、以下のとおり要請しますので、貴職として、適切な助言を各市町村へ発出すること強く申し入れます。

記

１　給与決定の原則は地方自治体の決定事項となるので、人事院勧告に沿った助言は行わないこと。

２　臨時議会を開催しない、また、勤務条件の変更に伴う条例については専決処分としないよう助言すること。

＜別紙２－緊急要請書－地方本部活用版（支庁長提出用）＞

2009年５月●日

●●支庁長

●　●　●　●　様

自治労北海道本部●●地方本部

執行委員長　●　●　●　●

夏季一時金の臨時勧告に係る要請書

　日頃より、道行政の推進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　さて、人事院は５月１日、民間企業の一時金の緊急調査を行った結果を踏まえて、夏季一時金の一部を凍結して支給する勧告を強行しました。このことは、民間企業の一時金が大幅に減少している現実から、与党（自民党・公明党）が公務員給与プロジェクトを結成し、不当にも現在の人事院勧告制度そのものを議員側から否定し、議員立法により国家公務員の一時金を引き下げるとした動きが出されたことにより、具体化したものです。

　日本の公務員労働者においては、日本国憲法で定めた労働基本権の一部が制約されており、その代わりに人事院勧告制度が設けられているという、基本的な公務員労働者の労働法制を全く理解しない、著しく幼稚な理論で議論がなされ、事実、５月１日の勧告により一部凍結が強行された事態です。さらに、調査内容については、例年実施している民間調査とは大きく異なり、精確性が確保できないものです。こうしたデータを元に勧告を強行した人事院は、自らが労働基本権制約の代償措置としての任務を放棄したものであり、今回の勧告は不当勧告そのものです。このような事態はもはや人勧制度の崩壊とも言えるものであり、即座に、労働基本権を公務員労働者に付与すべきであると考えます。

　また、北海道内における市町村は、全国的な流れに加えて、非常に厳しい財政事情の影響を受けて、６割を超える自治体が一時金や例月給与について、勧告に基づかない独自削減を実施しております。今回の夏季一時金の一部凍結に対しては、多くの職員が怒りを覚えており、また、期間がない中での条例処理を強要されるとなると、自治体の現場はたいへんな状況に追い込まれることとなります。

　ついては、今回の夏季一時金の臨時勧告にあたって、以下のとおり要請しますので、北海道として、適切な助言を各市町村へ発出すること強く申し入れます。

記

１　給与決定の原則は地方自治体の決定事項となるので、人事院勧告に沿った助言は行わないこと。

２　臨時議会を開催しない、また、勤務条件の変更に伴う条例については専決処分としないよう助言すること。

＜別紙２－緊急要請書－地方本部活用版（管内町村会提出用）＞

2009年５月●日

●●支庁管内町村会会長

●　●　●　●）　様

自治労北海道本部●●地方本部

執行委員長　●　●　●　●

夏季一時金の臨時勧告に係る要請書

　日頃より、市町村行政の推進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　さて、人事院は５月１日、民間企業の一時金の緊急調査を行った結果を踏まえて、夏季一時金の一部を凍結して支給する勧告を強行しました。このことは、民間企業の一時金が大幅に減少している現実から、与党（自民党・公明党）が公務員給与プロジェクトを結成し、不当にも現在の人事院勧告制度そのものを議員側から否定し、議員立法により国家公務員の一時金を引き下げるとした動きが出されたことにより、具体化したものです。

　日本の公務員労働者においては、日本国憲法で定めた労働基本権の一部が制約されており、その代わりに人事院勧告制度が設けられているという、基本的な公務員労働者の労働法制を全く理解しない、著しく幼稚な理論で議論がなされ、事実、５月１日の勧告により一部凍結が強行された事態です。さらに、調査内容については、例年実施している民間調査とは大きく異なり、精確性が確保できないものです。

　また、北海道内における市町村は、全国的な流れに加えて、非常に厳しい財政事情の影響を受けて、６割を超える自治体が一時金や例月給与について、勧告に基づかない独自削減を実施しております。今回の一時金の一部支給凍結に対しては、多くの職員が怒りを覚えており、また、期間がない中での条例処理を強要されるとなると、自治体の現場はたいへんな状況に追い込まれることとなります。

　ついては、今回の夏季一時金の臨時勧告にあたって、以下のとおり要請しますので、貴職として、適切な助言を各市町村へ発出すること強く申し入れます。

記

１　給与決定の原則は地方自治体の決定事項となるので、人事院勧告に沿った助言は行わないこと。

２　臨時議会を開催しない、また、勤務条件の変更に伴う条例については専決処分としないよう助言すること。

＜別紙３－夏季一時金要求書（全単組提出用）＞

2009年５月11日

●●（市町村名）

（市長、町長、村長）●　●　●　●　様

自治労北海道本部

●●（市町村）職労

執行委員長　●　●　●　●

夏季一時金の一部凍結を許さない統一要求書

　日頃より、行政の推進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　さて、人事院は５月１日、民間企業の一時金の緊急調査を行った結果を踏まえて、夏季一時金の一部を凍結して支給する勧告を強行しました。このことは、民間企業の一時金が大幅に減少している現実から、与党（自民党・公明党）が公務員給与プロジェクトを結成し、不当にも現在の人事院勧告制度そのものを議員側から否定し、議員立法により国家公務員の一時金を引き下げるとした動きが出されたことにより、具体化したものです。

　日本の公務員労働者においては、日本国憲法で定めた労働基本権の一部が制約されており、その代わりに人事院勧告制度が設けられているという、基本的な公務員労働者の労働法制を全く理解しない、著しく幼稚な理論で議論がなされ、事実、５月１日の勧告により一部凍結が強行された事態です。さらに、調査内容については、例年実施している民間調査とは大きく異なり、精確性が確保できないものです。こうしたデータを元に勧告を強行した人事院は、自らが労働基本権制約の代償措置としての任務を放棄したものであり、今回の勧告は不当勧告そのものです。このような事態はもはや人勧制度の崩壊と言えるもので、労働基本権を即座に私たちに付与すべきと考えます。

　ついては、今回の夏季一時金等について、以下のとおり要求しますので、要求事項について、十分検討し、５月１５日まで回答するよう求めます。

記

１　調査の精確性が確保されていない臨時調査に基づく、６月一時金の一部凍結の条例案を提案しないこと。また、臨時議会を開催せず、労働条件変更を規定する条例の専決処分は行わないこと。

２　議会へ条例提案を行う場合は、労使合意を前提とし、合意なき提案は行わないこと。
